
日本社会福祉学会 第５7 回全国大会 

 

684 

貧困対策における労働と福祉のあり方に関する一考察 

－韓国における国民基礎生活保障制度をとおして－ 
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１．研 究 目 的 

本研究では、東アジアのなかでもワークフェア政策を展開している韓国において貧困対

策の一環として位置づけられている国民基礎生活保障制度（以下、基礎保障制度とする）

の自活支援事業についてとりあげ、その特質について検討する。具体的には韓国の基礎保

障制度がいかなるワークフェアモデルとして現れているのかについて整理を行い、そこか

ら予見される韓国における福祉と労働のあり方について述べることとする。このことを通

して同様な問題を抱える日本への政策的示唆が与えられると考える。 

２．研究の視点および方法 

 本研究は、ワークフェアに関する文献研究である。 

 分析視点は、宮本（2004）が整理をおこなっている「ワークフェアが進められる制度領

域とワークフェアの制度としての多様性をとらえる指標」（〈表１〉に整理）およびワーク

フェアの二つのモデル〈労働力拘束モデルと人的資本開発モデル〉に置く。 

〈表１〉ワークフェアの進められる制度領域と多様性をとらえる指標 

制度領域 多様性をとらえる指標 

第 1 

領域 

失業保険や社会扶助の給付

に際して、公的雇用を含めた

就労や職業訓練を義務付け、

就労忌避に対しては何らか

のペナルティを与える 

①プログラム設計上の理念  

②プログラム対象の設定(ミーンズテスト等で選別するか) 

③執行過程の裁量余地等、プログラムは集権的か分権的か  

④いかなる就労措置が準備されるのか  

⑤クライアントと行政の交渉の余地はどれほどあるのか  

⑥サクションを受けた場合の代替給付の可能性の有無  

〈第２領域との連携を考慮し、上記①～⑥に加え〉  

⑦職業訓練、リカレント教育の規模  

⑧訓練サービスへのアクセス可能性  

⑨サービス主体などの違い  

⑩政府が普遍的主義的な年金制度、医療制度を構築した上

で、その給付を従前所得に高い置換率で連動させ就労イン

センティブを高めるのか、あるいは企業職域別の社会保険

や私的年金による給付を就労上の地位に結びつけるか  

第 2 

領域 

積極的労働市場政策 

労働者の就労可能性を高め

るための職業教育、リカレン

ト教育、職業紹介など 

女性労働力の就労可能性を

高めるための育児・介護など

の社会サービスも関連 

第 3 

領域 

年金、医療、育児休暇期間中

の所得保障等 
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３．倫理的配慮 

 本研究は、法規類、学術論文等を使用し、個人データや調査等は使用しないものであり、

研究の遂行にあたっては「日本社会福祉学会研究倫理指針」の規定を遵守する。 

４．研 究 結 果 

 国民基礎生活保障法（以下、基礎法）は、1997 年の金融危機をきっかけとした大量失業

や貧困問題に当時の生活保護法が対処できなかったこと、また以前から生活保護法の不備

とその改善を要請していた市民団体の働きかけがあったこと、そして「生産的福祉」とい

う国政理念の推進により制定に至っている。既存の資格要件等を取り払い、所得認定額が

最低生活費以下の国民ならば誰でも対象とする権利性を認めた基礎法の制定は、韓国にと

っては画期的であった。この基礎法がワークフェア的要素を持つとされる所以は、生計給

付における「条件付給付」にある。労働能力のある生活困窮者は自活事業に参加すること

を条件に生計給付の対象としていることにあり、モラルハザードを防ぐという意味が含ま

れている（自活支援事業の詳細については当日に資料配布）。 

 基礎法では、自活事業への参加を拒否した場合、生計給付は行われない。しかし受給者

が 2 人以上の世帯を形成している場合、生計給付を受け取れないのは自活事業に参加しな

かった者のみであり、またその本人についても医療や住宅などのほかの給付は受給可能で

あることから、ペナルティも多少限定されている（五石 2004）。そして、一言に自活支

援事業と言っても、その事業の所轄機関は保健福祉家族部と労働部にまたがり、その内容

は多様である。特に保健福祉家族部主管の事業では社会適応プログラムや地域ボランティ

アなどが用意され、自活勤労には技能習得の支援や環境整備事業、看病人、ホームヘルパ

ー事業などの公益性の高い事業が含まれている。また、地域自活センターや自活共同体と

いう基礎法制定以前からの貧困運動で成長してきた共同体が、資源の 1 つとして制度の中

に組み込まれたことも特徴的である。  

制度的な側面から検討すると、韓国のワークフェア政策は人的資源開発モデルに近い側

面を持つと思われる。しかし、財政抑制や「福祉依存」を防ぐ側面がみられ、理念的なと

ころでは労働力拘束モデルに近い部分を持つともいえる。とはいえ、自活支援事業に見ら

れる韓国の取り組みは、そこにペイドワーク以外の仕事を含めるという、社会参加等を広

く労働ととらえている点において、わが国の福祉と労働のあり方に一定の示唆を与えると

思われる。 
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